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1.　課題と方法
　近年、世界各地において発生している環境問題とともに、人々の環境に対する意識や取
り組みはますます高まりを見せている。それは決して先進国のみならず、急激な人口増加
やそれに伴う貧困及び自然破壊の問題を抱える開発途上国においても同様である。
　一般に工業化が進んでいない開発途上国では、農業による収入が GDPの大半を占め、
農業分野に従事する人の割合も高い。農業はこれまで数千年にわたって、自然環境と調和
しながら人々の食を支える産業であった。しかしながら、科学技術の急速な発展により農
薬や化学肥料等の化学物質が開発され、高い生産性と食糧確保の安定化が進んだ。それに
伴い、レイチェル・カーソンが 1962年に『沈黙の春』でも指摘したような、深刻な環境
破壊と人体への悪影響をもたらした。このような背景のもと、現在では環境と食の安全に
配慮した農法が高い注目を集めている。
　本論文は、南アジアの開発途上国であるブータン王国（Kingdom of Bhutan、以下ブー
タンと記す）で行われている有機農業政策をはじめとする環境保全型農業に対する取り組
みに焦点を当て、その農業と農政の特徴を明らかにすることを目的とする。
　一般に開発途上国とよばれる国々において最重要課題とされるのは、衣食住及び公共サ
ービスといったベーシックヒューマンニーズ（人間の基本的ニーズ）の充足である。途上
国政府としては環境保全の重要性を認識しつつも、開発に重点を置かざるを得ない状況に
ある。しかしながら、ブータンにおける政策を俯瞰すると、開発のみならず環境保全も同
様に重視しており、農業分野でもその取り組みが行われてきた。今回、本論文で取り扱う
ブータンでの環境保全型農業に対する取り組みの評価及び分析を行うことは、開発と環境
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保全の両立という問題を抱える開発途上国において、新たな発展の道を見出す可能性があ
る。
　本論文の構成は以下の通りである。第 1節では、農業が環境に与える影響について概説
し、その反省から生まれてきた環境保全型農業について説明する。
　続く第 2節ではブータンにおける農業政策に焦点をあて、従来の農法の特徴を明らかに
した上で、ブータン農政の変遷を明らかにする。その特徴は、食糧輸入国に転じたのを契
機に、食糧自給に農政の重点を置くようになったこと、しかし食糧自給率の改善が思わし
くないことから、その政策が転換することである。すなわち、食糧自給をあきらめ、代わ
りに有機農業の推進が 2008年から本格的に始められる。
　第 2節は、政府の政策の中でその農業を位置づけるものであり、いわば内側からブータ
ン農業を見るものである。これに対して、第 3節では、いくつかの発展途上国の農業をブ
ータン農業と比較することによって、外からブータン農業の特質を明らかにすることを試
みる。比較のために取り上げられるのは、地理的地形的条件が類似しているネパール、環
境保全型農業を実践していることで有名なキューバ、そして環境保全型農業とは全く正反
対の農薬と化学肥料の多投で知られる中国である。
　第 3節の比較研究からいくつかの興味深い疑問が得られる。第一に、ブータン農業の特
徴とみなされる環境保全型農業は、単に所得が低く化学肥料や農薬を購入する経済的余裕
がないという事実の結果に過ぎないのではないかということである。第二に、農業条件の
似通ったネパールにおいて食糧自給が実現しているのに、なぜブータンは食糧自給を実現
できないのかである。第 4節では、最初の問いに対して、統計データを用いて重回帰分析
の結果からその答えを導く。第二の問いに対しては、比較研究や統計分析、及び政策文書
から得られた事実を幅広く考察し、答えを導く。
2.　農業と環境保全
　（1）　環境保全型農業と有機農法
　有史以来、世界人口は指数関数的に増加し、いまや 63億人に到達するに至っている。
増え続ける人口を養うために、いかにして農業の生産性を高めるかは、人類の歴史におい
て常に主要課題となってきた。第二次世界大戦以降、爆発的に人口が増加した発展途上国
において、食糧確保はきわめて重要な問題であり続けている。その解決に大きく貢献した
のは、1940年代から 60年代にかけての緑の革命（Green Revolution）である。しかし緑
の革命を実現するための多投入集約型の近代農法は、自然・社会環境に負荷を与え、土壌
劣化や水資源の枯渇、砂漠化の拡大や塩害など多くの問題を引き起こしてきた。
　その反省に立って登場したのが環境保全型農業である。環境保全型農業とは、「農業が
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もたらす環境への負荷を減らすことをつうじて、自然環境あるいは生態系と可能な限り調
和させつつ、経済的・社会的にも持続可能な農業」（嘉田 1998）である。
　欧米諸国では、1980年代より本格的な取り組みがはじまり、日本でも 1992年に「新し
い食料・農業・農村政策の方向」によって、環境負荷の軽減に配慮した農法を推進する政
策が行われてきた。
　（2）　有機農法
　近年では消費者の食に対する安全意識がますます高まりを見せ、環境保全型農業として
の有機農法に関心が寄せられている。有機農業市場は、特に先進国において急速に拡大し
ており、在来農法の作物と比べると、作物によっては数割りから数倍の高値で有機野菜が
取引されている。有機農法を促進するための国際組織である IFOAM（国際有機農業運動
連盟）によると、「有機農法とは、土壌、生態系及び人々の健康を維持する生産システム
である。この農法は生態系や生物多様性、地域環境に適応することで成り立つものであ
り、負の影響を引き起こす投入物を用いることはない。有機農法は私たちが共有する自然
環境に恩恵を与え、公平な関係作りの促進及びすべての人々の生活の質の向上するために
伝統文化、技術革新、科学技術を兼ね合わせた農法である。」（IFOAM, 2007, pp. 12）有機
農法と環境保全型農業は別のものであるという議論もあるが、IFOAMの定義を考慮し、
また、一般に有機栽培の認定を受ける際には地域環境の保全も重視されることから、本論
文では有機農法を環境保全型農業の一形態として捉え議論を進めることとする。
3.　ブータンにおける環境保全型農業
　この節ではブータンにおける環境および農業政策とその変遷に焦点を当て、環境保全型
農業及び有機農法推進の理由をまとめたうえで、次節からの分析へ向けた仮説を提示す
る。
　（1）　ブータンにおける環境保全政策
　環境分野に限らず、ブータンにおけるあらゆる政策は GNH委員会（GNH Commis-
sion：旧計画局 Planning Commission）が策定する五カ年計画（Five Year Plan: FYP）を基
に実施されている。第一次五カ年計画はインド政府の強い後押しを受けて 1961年に作成
された。現在は 2008年より第十次五カ年計画の運用が行われている。
　近年の五カ年計画は、ブータン独自の開発目標である Gross National Happiness（以下
GNHと記す）の達成を目指した計画が行われている（RGOB FYP 2008）。GNHという言
葉は、1976年 12月、スリランカのコロンボにおける第五回非同盟諸国会議に出席後の記
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者会見場で第 4代国王ジグメ・センゲ・ワンチュック（Jigme Singye Wangchuck、在位
1972～ 2006年）が発した言葉である。GNHとは GDPや GNPといった生産重視の経済
発展ではなく、国民及び国家の幸福を最重要視した開発理念であり、ブータンの社会開発
政策の最重要課題として位置づけられている。この GNH達成のための 4本の柱として、
持続的で公正な社会経済発展、環境の保護、文化の保存と促進、適正な統治が定められて
おり、ブータン政府にとって、環境の保護が非常に重要な位置づけとなっていることがわ
かる。ブータンは、国民一人当たりの GDP580ドル（世界第 130位）（FAO 2004）という
後発開発途上国（Least Developed Countries）のひとつでありながら、環境政策に力を入
れて取り組んでいる稀有な国である。
　2008年の民主主義政府への移行を契機に発布、施行された憲法の中にも、環境に関す
る条項があり、常に国土のうちの 60％以上を森林面積維持しなくてはならないことが定
められている。これは、1974年の国家森林政策（National Forest Policy 1974）にて定め
られた内容をそのまま憲法で踏襲した形であるが、森林保護や環境保全への高い意識があ
らわれている。
　（2）　農業政策の歴史的変遷
　ブータンでは現在でも人口の八割以上が農業に従事している。また、GDPの五分の一
を農産品が占めており、その割合は年々減りつつあるとはいえ、未だに国家の重要な産業
である。その農業政策の歴史的変遷は、五カ年計画（以下、計画と略記することがある）
に基づいて、大きく三つの時代に分けられる。
①　第一次～第四次五カ年計画：1961年～ 1981年（課題：生産量の拡大）
　インド政府の計画委員会より準備された第一次計画では、総支出額 10,720万 Nuのう
ち、6,290万 Nu（全体予算の 62.3％）（1US$＝約 47Nu、2009年 12月現在）が道路整備
を中心とした公共事業に重点がおかれた。そのような状況の中で農業分野における支出は
190万 Nuに過ぎなかったが、農業局（Department of Agriculture）の設立やモデル農場、
種子増産センター、研究拠点や技術者育成に向けたトレーニングクラスの設置等、行政機
構の整備がなされ、果樹や野菜の栽培面積増加に力点が置かれた。
　ブータンにおいて、最初に化学肥料が導入されたのもこの時期である（Norbu 2008）。
化学肥料の輸入量は 1960年代に 300MTだったものが、1970年代から 80年代になると
1000MTにまで増加している（FAO 1988）。
　第一次計画でのインフラ開発重視の政策によってネパールやインドから連れてこられた
大量の労働者が国内で働くようになり、ブータンでは一時的な食糧不足に陥った。これま
で自給的な食糧生産がなされ、チベットに輸出するほどの収穫量があったが、ブータンは
一転して食糧の輸入国になり、1960年代初頭には毎年 5,000トンもの穀物を輸入してい
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る。
　それを受けて第二次計画では、かつての食糧自給を取り戻すことが目標として掲げら
れ、支出も公共事業（7,050万 Nu）、教育（3,570万 Nu）に次ぐ 2,160万 Nuが農業分野
に割り当てられた。
　インドの補助を受けていた五カ年計画も、第三次計画からはブータン政府独自の計画へ
移行した。ここでは、特にリンゴやオレンジ、クルミ、ビンロウジュ等を中心とした園芸
農業やイモ、野菜などの作物栽培の促進を目指した政策が強調された。ここでは食料量産
の方法として、農法の近代化に重点が置かれ、農機や農薬、高い収穫量品種等の導入が計
られた。
　続く第四次計画になると従来以上に農業分野が重要視され、支出配分のトップシェアを
占めるまでに至った。第四次計画では農業生産物の増産が謳われ、「耕作面積の増加や農
業生産性の向上を達成すれば食糧自給は達成できる」とされているが、実際は、そう簡単
にいかなかった（平山 2005）。この時期になると、初期の五カ年計画において整備された
主要道路により、インドとの市場が結ばれ安くて品質の良い農作物が輸入されるようにな
った。
②　第五次～第六次五カ年計画：1981年～ 1992年（課題：食糧自給の達成と現金収
入の増大）
　第五次、第六次計画でも、依然として食糧自給の達成に高い優先順位が与えられた。ま
た、それに伴う増産計画や効率性の向上及び地方に住む農民の現金収入機会の拡大として
換金作物の普及策が重点的に行われた。GDPに占める農林・畜産業の割合は、1980年に
は 55.7％ともっとも大きな産業であったが（RGOB FYP 1991）、80年代にはチュカ水力発
電所をはじめとした工業化が始まり、その割合は徐々に低下していった。1989年の GDP
に占める農業の割合は 33.0％、1997年には 30.9％までに減少したが、それでもなお最大
の GDPシェアを占める産業である（RGOB FYP 1991）。
③　第七次～第十次五カ年計画：1992年～ 2013年（課題：輸出による所得向上と食
の安全の確保）
　これまで、食糧自給を最大の目標に掲げて取り組んできた農政の成果もあり、トウモロ
コシ、オオムギ、アワ、ソバ等で自給が達成されているが、コメの自給率が 52％、コム
ギで 24％、食料油では 20％となっており、総じてこの頃の穀物自給率は、66％程度であ
ったと計算されている（RGOB FYP 1991）。それに加え、作物の単位生産コストがインド
のほうが安かったこともあり、穀物の不足分はインドからの輸入に頼っていた。しかし、
オレンジやリンゴ、イモ、カルダモン、ショウガ、唐辛子などの園芸農業作物をインドや
バングラディッシュ、シンガポール、日本等に輸出しており、総じて畜産農業を除いた農
産品の貿易額は黒字であった。農業分野における貿易収支は、1986年の 17万ドルから
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1989年の 650万ドルにまで飛躍的に増加した（RGOB FYP 1991）。また、第七次計画から
は少しずつ土壌保全や水源及び流域の管理、焼き畑農業からの転換など自然環境に配慮し
た農法も政策として導入されていった。なお、1989年から 90年にかけて、ブータン全土
での化学肥料の投入量は 1669MTであったことが記録されている。
　これまで食糧自給の達成が最大の目標だったブータンの農業政策も、第七次計画を境に
転換期を向かえる。園芸作物の輸出額が増加し、それによる収入は穀物の自給不足分を輸
入するのに十分な額であるなどの理由から、ブータンでの食糧完全自給の達成は、非現実
的な目標であり、優先順位の低い目標であるという考え方に変わっていった。
　食糧自給率の向上は未だに重要な目標の一つではあるものの、続く第八次計画では、農
家の現金収入増加のための商業用作物の栽培に力が入れられた。農産品の輸出が穀物輸入
の支出を十分満たしている状況は続いているようである。
　また、GDPにおける農業分野の内訳は、1985年には 54.9％を占めており、その比重は
非常に高い水準を保っていた。しかし、その後、製造業や発電施設の開発等が相次ぎ、産
業構造が大きく変化したことにより農業分野の割合は急速に低下し、1995年には 38％に
まで減少した。
　（3）　有機農業政策
　ブータンにおける有機農業政策は 2008年に始まる第十次計画から本格的に導入された。
この政策は、農業省の管轄下、五年間で 2,450万 Nuの予算が与えられている。目標とし
ては、有機農業の理念を導入する地方の農家を 1.5％から 10％へと増やし、有機農法認定
農地を 150から 300エーカーへと倍増させることである。さらには、この計画の実現を通
じて、地方農家の平均収入を 10,700Nuから 35,000Nuへと増加させるとともに、地方の
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貧困家庭の割合を 30.9％から 20％にまで削減することが期待されている。
　この政策の達成に向けて、農業省内に国立有機計画（National Organic Programme）を
設置し、政策の立案、運営にあたることになっている。
　（4）　有機農法推進の理由
　前項で示したように、現在ブータンでは有機農法が国家プロジェクトとして推進されて
いる。このような有機農法政策が積極的に進められている理由として、環境保護と現金収
入の向上という二点の理由が挙げられる。
①　環境保護の観点から見た有機農法
　これまでも述べたようにブータンでは環境と調和するような政策が行われてきた。それ
は、ブータンの国土はヒマラヤ山脈の非常に脆弱な斜面上に位置し、環境の保全なしに国
土の維持ができないことを政府がよく認識しているからである。ブータンにとって、森林
や自然環境を保護することは土壌流出を防ぐ有効な手段であり、国民の生活と国家の存続
に関わるものであった。また、ブータンに古くから残るアニミズムなどの自然崇拝による
考えやチベット仏教の不殺生の文化によって草木も含めた生き物のむやみな殺生が嫌われ
ていることもブータンの環境政策を捉える上で非常に重要な視点といえよう。このような
考え方が未だに深く根付いているブータンで、有機農法をはじめとした環境保全型農業の
導入は、精神的な面からして比較的容易に受け入れられたものであると考えられる。
②　所得向上策としての有機農法
　ブータンでは都市部への人口集中が問題となっているが、未だに人口の 85％が農村部
に暮らしている。ブータン政府統計局が発行する貧困分析報告書（Poverty Analysis 
Report）2004によると、国が定めた貧困ライン（月当たりの収入 740.36Nu）を下回る人
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図 2　ブータンの貿易収支額の推移
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出典：Royal Government of Bhutan, National Statistical Bureau（2008）
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は人口の 31.7％にあたり、そのほとんどが農業従事者といわれている。このような状況の
中で、農村開発は政府の重要な課題のひとつであるが、有機農法の導入は農村部に暮らす
人々の所得を向上させ、貧困削減に寄与することが考えられる。
　また、国際貿易収支の観点からも、ブータンでは、一貫して輸入額が輸出額を上回って
おり、ブータン政府としては、輸出品に少しでも付加価値をつけたいという考えがある
（図 2）。
4.　比較研究
　この節では、ブータンと地形的環境が比較的近いと思われるネパール、有機農法で知ら
れるキューバ、及び多投型農業で知られる中国との比較を行い、それによってブータン農
業の特質を明らかにする。次の表 1に各国の基礎データをまとめた。
　まず、注目されるのが、地形的地理的に似ているとされているネパールとブータンの違
いである。両国は GDPに占める農業の割合もまた類似しているものの、食糧自給率は大
きく異なっている。ネパールでは農業政策にさほど力を入れてこなかった。一方、ブータ
ン政府は国家予算の相当部分を農業に投入し、食糧自給の達成を国家目標にしてきた。し
かし、その成果は現れていない。ネパールと同じく食糧自給率が高いのは中国である。中
国では、その弊害が現れ始めるほど、農薬や化学肥料を多投してきた。ブータンの食糧自
給率の低さは、環境保全型農業を行っているためなのかもしれない。この仮説は、ブータ
ン同様に環境保全型農業で著名なキューバが、ブータンにも増して食糧自給率が低いこと
からも支持される。
　ところで、キューバの環境保全型農業は、いわゆる資本主義諸国からの経済封鎖と友好
国であったソ連の崩壊を受けて、厳しい経済情勢のなかで、他の選択の余地なく採用した
という事実がある。ブータンの一人当たり GDPをみると、キューバよりもはるかに小さ
い。キューバとは事情が違うものの、厳しい経済情勢に直面している点ではブータンも同
じである。そして、このことは、ブータンが環境保全型農業を積極的に採用しているとい
うよりは、化学肥料や農薬を購入するだけの経済的余裕がないために、仕方なしに、それ
以外の農業ができないためにしているのではないかという疑念を抱かせる。つまり、ブー
タンでは、経済的な制約のために環境保全型農業を選択せざるを得ないという側面がある
のではないだろうか。そして、そのことが食糧自給率の向上を目標に掲げながら、それが
実現できなかった一因となっているのではないだろうか。
　しかし、この仮説は、ネパール農業を考えると矛盾が生じる。なぜなら、ネパールはブ
ータンよりもさらに貧しいにもかかわらず、農薬・化学肥料を投入して高い食糧自給率を
実現しているからである。
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　図 3は、ここで比較した各国とブータンの農業の関係を、所得水準と食糧自給率を座標
にとって模式的に表したものである。この図から、所得水準からすれば、食糧自給率を高
めようとすればできるようなポジションにブータンはいることがわかる。そうすると、や
はり敢えて環境保全型農業を選択しているということなのだろうか。しかし、食糧自給を
表 1　各国農業基礎データ比較
人口
2004年
（1000人）
農業従事者
2004年
（1000人）
一人当たり
の GDP
2002年
（$）
GDP に占め
る農業の割合
2002年
（%）
耕地
2000年
（1000ha）
植樹園作物
2000年
（1000ha）
牧草地
2000年
（1000ha）
化学肥料使用量
（N, P2O5, K2O）
2002年
（t）
食糧自給率
（%）
ブータン 646 511 580 32 140 20 415 3206
65
（1996年）
ネパール
25725
（39.8）
23872 
（46.7）
241 
（0.4）
38 
（1.2）
3050 
（21.8）
90 
（4.5）
1745 
（4.2）
89038 
（27.8）
106
（2003年）
中国
1320892
（2044.7）
849418 
（1662.3）
1331 
（2.3）
11 
（0.3）
137124 
（979.5）
11533 
（576.7）
400001 
（963.9）
39604666 
（12353.3）
100
（2003年）
キューバ
11328 
（17.5）
1449 
（2.8）
2573 
（4.4）
5 
（0.2）
3630 
（25.9）
970 
（48.5）
2500 
（6.0）
121900 
（38.0）
33
（2003年）
出典： FAO Statistical Yearbook Vol. 1. 2004, Statistical Yearbook of Bhutan 2007, Agriculture Statistics 2007 
VolumeⅠ, Eighth Five Year Plan（1997─2002）Vol.Ⅰ. Main Document, 農林水産省食糧自給率の部屋
（http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/013.html 2009/11/28 accessed）
注 1：（　　）内はブータンを 1としたときの値
注 2： ブータンの人口及び農業従事者数は、2005年の国勢調査前後で大幅に違うため、2007年のデータを
使用した。
注 3： ブータンにおける化学肥料使用量は FAOの統計に記載がなかったため、Agriculture Statistics 2007 
VolumeⅠのデータを使用した。
注 4： ブータンにおける食糧自給率が見あたらなかったため、同国第八次五カ年計画より穀物自給率のデー
タを使用した。
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図 3　各国の所得水準と食糧自給率の関係
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あきらめてまで、なぜ環境保全型農業を選択するのだろうか。
　次節では、これらの問いを考察する。そこで検証すべき仮説と考察すべき論点を明示す
ることで本節を閉じることとしたい。
仮説：ブータンは所得制約によって仕方なしに環境保全型農業を選択してきたのでは
なく、積極的にそれを選択してきた。
考察すべき論点：なぜ食糧自給率の改善にブータン政府は成果を挙げることができな
かったのか。また、近年、その政策目標の優先順位を下げて、環境保全型農業を推進
する方向に農政を転換したのか。
5.　仮説の検証と論点の考察
　（1）　仮説の検証
　ここでは、
前節で導出された仮説：ブータンは所得制約によって仕方なしに環境保全型農業を選
択してきたのではなく、積極的にそれを選択してきた。
を、統計データを用いて分析する。具体的には、化学肥料の使用量を非説明変数とし、耕
地面積、所得、気候条件を説明変数として回帰分析を行う。計測された回帰式からブータ
ンの化学肥料使用量の推定値を求める。その値と実際の使用量（実績値）との残差に注目
する。残差＝実績値─推定値がマイナスの値をとれば、ブータンは所得等をコントロール
した上で、世界の平均的な化学肥料の使用量よりもより少ない肥料しか使用していないこ
とになる。それにより、仮説が支持されることになる。
　分析では、2000年から 2002年までの間に各国で使用された化学肥料の平均使用量を被
説明変数とし、土地利用（耕地、植樹園作物、牧草地）、一人当たりの GDP（99─02年の
平均値）、気候（熱帯、温帯、寒帯と湿潤、乾燥の組合せ 6通り）を説明変数とした。デ
ータに関して、世界各国の化学肥料使用量、土地利用、一人当たりの GDPは、FAO 
（2004）による。気候は、メルボルン大学が発行するケッペンの気候区分に基づき各国の
首都所在地の気候によって代表させた。なお、気候（ダミー変数）以外の変数は対数変換
した数値を分析に用いた。回帰分析の結果は以下の表 2のとおりである。
　表に示されているように、推定結果は概ね妥当である。すなわち、耕地面積と植樹園作
物面積が多ければ多いほど、また一人当たりの GDPが多ければ多いほど、化学肥料の使
用量も多くなることが示唆されている。なお、牧草地には化学肥料はほとんど投入されな
いので、その係数は有意ではないことを予想したが結果は異なっていた。また気候区分を
示すダミー変数（定数項は寒帯乾燥に対応する）が有意ではなかったことも意外であっ
た。
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　さて問題の残差であるが、意外なことにブータンの残差はプラスであった。これは所得
や耕地面積、気候等をコントロールすると、ブータンの化学肥料投入量は世界の標準より
も多いことを意味する。すなわち、世界全体からするとブータン農業は環境保全的ではな
いことになる。ちなみに残差を面積（農地＋植樹園作物面積）で割ったもの（単位面積当
たり残差）を、小さい順に並べると、149カ国中、前節で比較した国では、まずキューバ
が 27位（－20.3）で現れ、ブータンが 84位（2.7）、ネパール 99位（14.8）、中国 145位
（210.7）の順に並ぶ。この順位は前節の考察と矛盾しないが、世界全体の比較からは、ブ
ータンは順位的にも中位よりも非環境保全的という仮説に反する結果になっている。
　（2）　ブータン国内の農薬及び化学肥料使用量
　前項の結果は、一国レベルのマクロデータを分析する限り、ブータン農業は環境保全的
とは言えないということであった。この研究ではブータン国内の地域別作付面積等のデー
タもまた入手できたので、それを使って環境保全型農業の実態がないかをさらに検証す
る。分析では、ブータンにおいて特にどのような作物に多くの化学肥料や農薬を投入して
いるのかを明らかにする。というのも、ブータンではイモ、リンゴ、オレンジ等の換金作
物を中心に化学肥料や農薬が多投されているとの指摘があり（Norbu 2008）、そうした特
定の作物以外では環境保全型農業が行われているかもしれないからである。
　分析方法は前項と同様に回帰分析である。ここではブータンの 20の県別に収集したデ
ータをもとに、被説明変数をそれぞれブタクロール 5％粒剤（除草剤）、化学肥料、農薬
の投入量とし、説明変数を標高と生産量（イモ、リンゴ、コメ、コムギ、オオムギ、トウ
モロコシ、トウガラシ、マンダリン）とした。各県別のブタクロール、化学肥料、農薬の
表 2　回帰分析の結果
説明変数 係数 t値 P－値
耕地 0.95 9.14 0.00 
植樹園作物 0.32 4.27 0.00 
牧草地 －0.21 －3.29 0.00 
一人当たりの GDP
（99─02）
0.65 9.74 0.00 
温帯＝1 0.03 0.10 0.92 
熱帯＝1 －0.28 －0.83 0.41 
非乾燥帯＝1 －0.05 －0.16 0.87 
定数項 －0.59 －0.68 0.50 
観測数 149
重決定 R2 0.79 
補正 R2 0.78 
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投入量、及び、作物の生産量は、ブータン農業省農業局が発行する Agricultural Statistics 
2007をもとにデータを収集し、各県の標高はブータン統計局が発行する Statistical 
Yearbook of Bhutan 2007に記載されている各県中心市街地の標高をもとに計算した。得
られた分析結果は表 3のとおりである。
　回帰分析の結果から、除草剤のブタクロール 5％粒剤の使用量は、イモ及びトウガラシ
の生産量から影響を受けており、化学肥料はイモの生産量、農薬はリンゴの生産量から強
い影響を受けている可能性がある。このように見ると、トウガラシ以外のイモ、及びリン
ゴはブータンではそのほとんどが輸出用の換金作物であり、確かに輸出用作物を中心に農
薬や化学肥料が多く利用されていることがうかがえる。
　（3）　考察
　以上の分析結果を踏まえて、
考察すべき論点：ブータン政府は、なぜ、食糧自給率の改善に成果を挙げることがで
きなかったのか。また、なぜ、近年その政策目標の優先順位を下げて、環境保全型農
業を推進する方向に農政を転換したのか。
について考察したい。
　第 3節でこの問いを設定したとき、ブータンは環境保全型農業を行っていることを当然
の前提としていた。しかし、回帰分析の結果から、必ずしもそうではないことがわかっ
表 3　ブータンにおける農薬及び化学肥料使用量の回帰分析の結果
ブタクロール 5％粒剤 化学肥料 農薬
説明変数 係数 t値 P－値 係数 t値 P－値 係数 t値 P－値
標高 0.00 0.07 0.94 －0.01 －0.16 0.87 －0.43 －0.57 0.58 
イモ 0.00 2.40 0.04＊＊ 0.05 3.51 0.01＊＊＊ 0.08 0.57 0.58 
リンゴ 0.00 1.35 0.21 －0.03 －0.65 0.53 1.79 3.40 0.01＊＊＊
コメ 0.00 1.13 0.29 0.01 0.23 0.82 0.05 0.17 0.87 
コムギ 0.00 0.24 0.82 －0.02 －0.16 0.88 －1.10 －0.76 0.46 
オオムギ －0.01 －1.06 0.31 0.17 0.74 0.48 －0.96 －0.38 0.71 
トウモロ
コシ
0.00 －1.30 0.22 －0.02 －1.28 0.23 0.04 0.21 0.84 
トウガラ
シ
0.03 3.02 0.01＊＊ －0.01 －0.08 0.94 －1.29 －0.79 0.45 
マンダリ
ン
0.00 0.26 0.80 0.00 －0.24 0.82 －0.09 －0.77 0.46 
観測数 20 20 20
重決定 R2 0.91 0.76 0.64
注：＊＊＊、＊＊、＊は、それぞれ 1％、5％、10％で有意であることを示す。
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た。すなわち、ブータンはその経済力からみれば、世界標準以上の化学肥料を投入してお
り、環境保全型農業を実践しているとは言えない。ブータンは環境保全型農業の国という
一般的なイメージからすると当惑する事実である。それ以外の事柄についても、簡単には
理解しがたく、互いに整合的なのかもよくわからない事実がある。それらを列挙するなら
ば、次のようになる。
　①　 最初は食糧自給の実現を最優先政策としたが、実現することなく、最近はその目標
の優先順位を下げた。
　②　代わりに、環境保全型農業の推進を最近は農政の重要課題とするようになった。
　③　 しかし、マクロデータを用いて統計分析を行うと、ブータンが環境保全型農業を行
っているような結果は得られなかった（第 5節第 1項より）。
　④　 とりわけ、輸出作物を中心とした換金作物に化学肥料及び農薬が集中して投入され
ている（第 5節第 2項より）。
　⑤　 日本の十分の一でも農薬を使えば、食料自給率は 100％近くになるという見解があ
る（平山 2005）。
　⑥　国家予算の大部分を農業分野に費やしている（第 3節第 2項より）。
　⑦　 農業は外貨獲得及び食料の安全保障の観点から重要な輸出産業として位置づけられ
ている（第 3節第 4項より）。
　これらの事実に矛盾なく、上述の問いにどのように答えることができるだろうか。考察
は次のようなものである。
　［1］ 第一に、マクロデータでブータン農業が環境保全型ではないと見えたのは、換金作
物によるものであり、換金作物を除けば、ブータン農業は、環境保全型農業である
といえる。
　［2］ ただし、それはブータン政府が積極的に環境保全型農業を推奨してきたからではな
く、むしろ農薬や化学肥料を購入するだけの十分な資金が政府にも農家にもなかっ
たせいであると考える。上記⑤の平山の見解にしたがうならば、ブータン政府に肥
料や農薬を与えるだけの予算があれば、食糧自給は実現できていた。実現できてい
ないということは、ブータン政府にそれだけの余裕はなかったことを表している。
　［3］ 食糧自給の実現の代わりに、ブータン政府は農業予算を、むしろ輸出換金作物の生
産増大に使ってきたふしがみられる（第 3節第 2項より）。つまり、食糧自給の達
成と農家の所得向上はトレードオフの関係にあり、後者を優先させてきたのであ
る。
　［4］ 興味深いことに、輸出換金作物の生産においては、環境保全型ではない近代農業が
推奨されてきた。このことは、ブータン政府が積極的に環境保全型農業の確立を目
指してきたわけではないことを示唆する。ブータンの「環境保全型農業」は、意図
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したものではなく、単に肥料や農薬を買うことができない貧困な状況に農家がおか
れていた結果に過ぎない可能性がある。
　［5］ 意図せざるものであったにせよ、ブータンの環境保全型農業は、対外的にブータン
農業に対するよいイメージを与えている。現在、ブータン政府が推し進めようとし
ている農業はこのイメージを活用しようとするものである。注意しなければいけな
いのは、それはブータン国内の自給率を向上するためというよりはむしろ、新たな
輸出換金作物の確立を志向していることである。したがって、ブータンの農業政策
の実態は、首尾一貫して、農家所得の向上や外貨獲得のために重要な換金作物の生
産と輸出の奨励であると言える。
　以上のように考えれば、この研究で明らかになった諸事実が、矛盾なくつながると考え
られる。
　この研究の初期の段階では、発展途上国、しかも後発途上国でありながら、ブータン
は、環境保全型農業を実践し、開発と環境保全を両立させていると考え、なぜそれが両立
できているのかを明らかにすることで、持続可能な開発の新たな可能性を見つけることを
企図した。しかし、現実は予想とは異なっていた。本研究からの推察として、政府の農業
政策の実質は輸出換金作物の生産促進による外貨獲得であり、ブータン農業が環境保全型
であるというのは、多分にイメージ的なものである。そして、そのイメージを利用して、
さらに新たな輸出換金作物として有機農産物の生産を政府は進めようとしている。既存の
輸出換金作物の生産は環境保全型ではなく、それ以外の自給自足農業は、資金の余裕がな
いための仕方なしの環境保全型農業である。
　この推察が正しいとして、このような選択が行われた理由について考えてみよう。それ
は、政府の農業予算が限られる中で、広く薄く自給自足農業を支援しても、食糧自給率の
大幅な向上が見込めなかったためなのではないだろうか。そこで代わりに、輸出換金作物
への重点的な支援が行われてきたのではないだろうか。もしそうならば、政府予算が限ら
れる中で、ブータン政府のこうした選択は合理的でしたたかなものと言えるだろう。ただ
し、この研究ではこれらの推察を導いたことが研究成果であり、その推察の真偽は、今後
の研究課題である。
※この論文は、2009年 12月に行われた慶応大学、上智大学、東京工業大学、早稲田大学の環境経済学
系合同ゼミにて発表した論文をもとに編集したものである。その元となった論文は、早稲田大学赤尾
ゼミナールに所属する荒章、小野謙、木藤佑一、小関ひかり、堀川正文の協力を得て作成された。
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